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労組周辺動向 No. 234 

Labour Update 

2026 - 01 - 02 

1. 法・政策 

  

(1) 遺族年金の男女格差、解消合意 労災保険見直し、農林水産業は強制適用へ 

  

厚生労働省の労働政策審議会は１２月１８日、労災保険制度の見直しをめぐり、遺族補償年金の支

給要件における男女間の格差解消や、農林水産業の労働者への同制度の強制適用などについて労使

が大筋合意した。 

厚労省は年明けにも合意を踏まえた報告書をまとめ、来年の通常国会に改正法案を提出する。「今

世紀に入ってから初めてとなる広範囲な見直し」（厚労省幹部）になる。 

この日は厚労省が報告書の骨子となる「論点整理」を提示した。 

労災で死亡した人の遺族が受け取る遺族補償年金では、配偶者を亡くした妻は年齢制限なく受け取

れる一方、夫は５５歳未満だと受け取る権利が発生しないという男女差が課題となってきた。この

男女差について、論点整理では「夫のみに課せられた要件を撤廃することが適当」とした。 

また、事業者の把握などが難しいとして、労災保険制度が任意加入となってきた農林水産業（小規

模）で働く労働者については、死亡事故が相次いでいることなどを踏まえ、「暫定任意適用事業は

廃止し、労災保険法を順次、強制適用とすることが適当」と明記した。 

  

「労災保険制度の見直しについて 」 2025年12月18日 厚生労働省・第126回労働政策審議会労

働条件分科会労災保険部会 

  

https://www.mhlw.go.jp/content/11601000/001614713.pdf 

https://www.facebook.com/GeneralUnion.org
https://www.instagram.com/generalunion/
https://twitter.com/GeneralUnionOrg
https://www.youtube.com/channel/UCzYlFqaxq0Bctsm_NWJAoTA
mailto:union@generalunion.org
https://www.generalunion.org/
https://www.mhlw.go.jp/content/11601000/001614713.pdf
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(2) 外国人労働者の受け入れ、２８年度末までに１２３万人の上限案…技能実習に代わる「育成就

労」は４２万人見込む 

  

政府は１２月２３日午前、２０２８年度末までに最大で計１２３万１９００人の外国人労働者を受

け入れるとする上限案を有識者会議に示した。在留資格「特定技能」制度で約８０万人、技能実習

に代わって２７年から開始する「育成就労」制度で約４２万人を見込む。政府は与党内の議論を踏

まえ、来年１月下旬の閣議決定を目指す。 

政府が示した上限案では、長期就労が可能な特定技能制度で、２０２６年度から３年間、１９分野

の８０万５７００人を受け入れる。２０２４年度から５年間で最大８２万人を見込んでいたが、人

工知能（ＡＩ）などによる生産性向上に伴い、受け入れ上限数を１万人程度減らした。 

２０２７年４月に始める育成就労制度では２年間、１７分野で最大４２万６２００人を見込む。育

成就労で受け入れる人数が示されるのは初めて。国内の人手不足解消を目的に一定の技能水準まで

育成し、より長期で働ける特定技能への移行を促す。 

技能実習で原則禁止だった転籍（転職）については１～２年働けば同じ業種に限り認め、働きやす

い環境整備を進める。長時間労働や賃金未払いなどが相次いだ技能実習は廃止となる。 

出入国在留管理庁によると、技能実習生は６月末時点で約４４万９４００人。単純比較は難しい

が、同庁の担当者は「育成就労は技能実習より少ない規模感になる」と話す。 

  

「特定技能制度及び育成就労制度の受入れ見込数について（案）」 2025年12月23日 出入国管

理庁・第１２回特定技能制度及び育成就労制度の基本方針及び分野別運用方針に関する有識者会議 

  

https://www.moj.go.jp/isa/content/001452589.pdf 

  

(3) 労働規制、来月にも中間答申 政府、緩和へ議論着手 

  

政府は１２月２４日、高市早苗首相の就任後では初めての規制改革推進会議（議長・冨田哲郎ＪＲ

東日本相談役）を首相官邸で開いた。首相肝煎りの労働時間の規制緩和を含め、６分野を優先的に

議論することを確認。来年１月にも中間答申をまとめた上で、同５月に答申を正式決定したい考え

だ。 

  

「規制・制度改革の今後の検討課題 (案)」 2025年12月24日 内閣府・第26回規制改革推進会議 

  

https://www8.cao.go.jp/kisei-kaikaku/kisei/meeting/

committee/251224/251224general_01.pdf 

  

(4) 非正規にも住宅・家族手当 待遇差是正へ報告書案―厚労省審議会 

  

厚生労働省の審議会は１１月２５日開いた部会で、パートや派遣など非正規労働者と正社員との不

合理な待遇差を禁じる「同一労働同一賃金」の強化に向けた報告書案をまとめた。ガイドラインに

住宅手当や家族手当の項目を新設するなどし、非正規の待遇改善を促す。厚労省は来年春ごろにガ

イドラインの改定などを行う見通しだ。 

ガイドラインの見直し案は、住宅手当や家族手当で問題となる支給格差を例示するとともに、退職

手当についても格差が不合理と認められる場合があると指摘した。無事故手当や夏季冬季休暇の記

載も追加した。 

また、有期契約から無期契約に転換する場合にも不合理な待遇差がないかあらかじめ点検し、解消

https://www.moj.go.jp/isa/content/001452589.pdf
https://www8.cao.go.jp/kisei-kaikaku/kisei/meeting/committee/251224/251224general_01.pdf
https://www8.cao.go.jp/kisei-kaikaku/kisei/meeting/committee/251224/251224general_01.pdf
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することが求められると強調した。 

  

「同一労働同一賃金ガイドライン 見直し（案） 」 2025年12月25日 厚生労働省・第29回労働

政策審議会 職業安定分科会 雇用環境・均等分科会 同一労働同一賃金部会 

  

https://www.mhlw.go.jp/content/11901000/001620730.pdf 

  

(5) 2026年度予算案決定、過去最高122兆円 国債費31兆円 

  

政府は12月26日の閣議で2026年度予算案を決定した。一般会計総額は122兆3092億円で前年度当

初を7兆円あまり上回った。物価上昇を各経費に反映し、歳出が膨らんだ。2年連続で過去最大を更

新した。医療や介護などの社会保障関係費が39兆559億円と最大となる。 

国債の返済や利払いにあてる国債費は31兆2758億円に上った。過去最大だった2025年度当初の28

兆2179億円を超えた。国債の利払い費の計算に使う想定金利を3.0%に引き上げる。 

  

(6) 労働基準法の改正、来年通常国会提出は「考えていない」 上野厚労相 

  

上野賢一郎厚生労働相は12月26日の閣議後記者会見で、働き方改革の見直しを含む労働基準法改

正について、「（来年の）通常国会での法案提出は現在のところ考えていない」と述べた。 

  

厚労省では当初、労基法の改正法案を来年の通常国会に提出することを視野に入れていた。ただ、

高市早苗首相が「労働時間規制の緩和検討」の指示を出し、日本成長戦略会議の分科会でも働き方

改革が議論されることとなり、その議論を踏まえて提出時期を判断することにした。 

  

  

(7) 「会計年度任用職員制度の適正な運用等について（通知）」 2025年12月25日 総務省 

  

https://www.soumu.go.jp/main_content/001048563.pdf 

  

  

2. 法違反・闘い 

  

(1) スーパー「ロピア」、納入業者を無償で派遣させる 4億円超支払いへ 

  

食品スーパー「ロピア」（川崎市）が、納入業者の従業員を自社の店舗に無償で派遣させていたと

して、公正取引委員会から独占禁止法違反（優越的地位の乱用）の疑いで調査を受け、改善・再発

防止の計画を提出した。公取委が計画の実効性を認定し、12月25日に発表した。 

ロピアは約2年10カ月の間に、納入業者約400社から延べ1万人以上を派遣させていたが、人件費、

交通費、宿泊費など総額約4億3300万円を一切負担していなかった。全額を支払う計画という。 

公取委によると、ロピアは遅くとも2022年9月から2025年6月ごろ、新規開店する店舗の商品陳列

や、セール商品などの品出し作業のために、納入業者の従業員らを無償で派遣させていた。従業員

は他社の商品の業務を担当したり、業者が人材派遣会社を利用したりした事例もあったという。 

派遣要請は、商品の棚割りなどで裁量を持つバイヤーが行っていた。条件に合意していない納入業

者に直接要請したほか、大手食品卸やメーカーに対し、取引先などから派遣できる従業員を集める

ように協力の要請もしていた。いずれも、ロピアの強い立場を背景に、要請を拒否することは事実

上困難だったという。 

https://www.mhlw.go.jp/content/11901000/001620730.pdf
https://www.soumu.go.jp/main_content/001048563.pdf
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3. 情勢・統計 

  

(1) 70歳まで働ける企業、3分の1超に 継続雇用など導入 厚労省 

  

厚生労働省が１２月１９日発表した２０２５年の高年齢者雇用状況等報告によると、７０歳まで働

ける企業の割合は前年比２．９ポイント上昇の３４．８％となり、全体の３分の１を超えた。継続

雇用制度を導入する企業が増えた。高年齢者雇用安定法は７０歳までの就業機会確保を事業主の努

力義務としている。 

６５歳までの機会確保は今年度から義務化され、実施企業は９９．９％だった。 

  

「令和７年「高年齢者雇用状況等報告」の集計結果を公表します」 2025年12月19日 厚生労働

省 

  

https://www.mhlw.go.jp/content/11700000/001609988.pdf 

  

「別表」 2025年12月19日 厚生労働省 

  

https://www.mhlw.go.jp/content/11703000/001609919.pdf 

  

(2) 教員の3人に1人が勤務時間を過少申告 教職員組合の調査 

  

20251219 

https://news.web.nhk/newsweb/na/na-k10015008481000 

教員の長時間労働が深刻な課題となる中、教職員組合が行った1万人を超える調査で、3人に1人が

勤務時間を過少申告していたことが分かった。 

調査は、日本教職員組合が、毎年、全国の公立学校の教職員らを対象に行っていて、今回は1万

7683人から回答を得た。 

この1年の勤務実態を尋ねる質問では、「いつも短く記録している」、もしくは「短く記録したこ

とがある」という回答が、合わせて33.2％と3人に1人が勤務時間を過少申告していたことが分かっ

た。 

理由を複数回答で聞くと 

▽「医師との面談が面倒」が36.9％ 

▽「管理職に指摘される」が36％ 

▽「同僚も短く記録している」が21.6％などとなっている。 

また 

▽「自宅に仕事を持ち帰っている」という回答は57.6％に上ったほか 

  

▽土日の休日出勤は40.3％に上った。 

  

  

(3) 「令和７（2025）年就労条件総合調査の概況」 2025年12月19日 厚生労働省 

  

https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/jikan/syurou/25/dl/gaikyou.pdf 

  

https://www.mhlw.go.jp/content/11700000/001609988.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11703000/001609919.pdf
https://news.web.nhk/newsweb/na/na-k10015008481000
https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/jikan/syurou/25/dl/gaikyou.pdf
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「令和７（2025）年「就労条件総合調査」の結果を公表します」 2025年12月19日 厚生労働省 

  

https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/jikan/syurou/25/dl/houdou.pdf 

  

(4) 三重県 外国籍の県職員採用 来年度から取りやめる方向で検討 

  

三重県は、秘匿性の高い個人情報などが守れなくなるおそれがあるとして、1999年度以降行って

きた外国籍の県職員の採用を、早ければ来年度から取りやめる方向で検討を始めたことが関係者へ

の取材でわかった。県は来月から、県民およそ1万人にアンケート調査を行ったうえで、正式に決

定する方針。 

三重県は、外国人の社会参画を推進するなどとして1999年度から県職員の採用試験で一部の職種

を除いて国籍に関する要件を撤廃し、税の徴収など公権力を行使する業務や公の意思形成に参画す

る管理職以外の業務であれば、日本国籍のない外国籍の人の受験を可能にしてきた。 

三重県がこの採用の要件を見直し、早ければ来年度から、外国籍の県職員の採用を取りやめる方向

で検討を始めたことが関係者への取材でわかった。 

三重県は、記録が確認できる2005年度以降、医師や看護師などの専門職を中心に9人の外国籍の県

職員を採用し、現在も1人が在籍しているが、県は採用の要件を見直したあとも雇用を継続する。 

三重県は来月から、県民およそ1万人を対象に外国籍の職員の採用を続けるべきかどうかアンケー

ト調査を行ったうえで、正式に決定する方針。 

  

(5) 外国籍職員の採用「変えない」 滋賀知事、国籍要件の撤廃維持を表明 

  

三重県が見直しを検討している外国籍職員の採用について、国籍要件を撤廃している滋賀県の三日

月大造知事は12月26日の定例記者会見で「その方法を変えなくていい」と述べ、今後も外国籍職

員の採用を続ける方針を明らかにした。 

県は2000年度から、採用試験で知事部局の全職種で国籍要件を撤廃しており、現在は外国籍の5人

が在籍している。ただし、税徴収など公権力の行使にかかわる業務に携われず、県行政の企画など

にかかわる参事級以上の管理職にも就けないことになっている。 

三日月知事は「国籍も含めていろんな方が県に入って仕事をしていただくことはいいんじゃない

か」と述べた。三重県知事は秘匿性の高い個人情報流出を懸念するが、三日月知事は「どの国籍で

あっても法に基づいて仕事をするのは同じ」との考えを示した。 

  

(6) 労働組合の組織率 推定16.0％ 4年連続で過去最低 厚労省調査 

  

労働組合の組織率は、ことし6月時点の推定で16.0％と、4年連続で過去最低となったことが厚生労

働省の調査でわかった。 

厚生労働省によると、ことし6月末時点で、労働組合の数は2万2000余りで、組合員の数は992万

7000人。 

組合員数は、前の年の同じ時期と比べて1万5000人増えていますが、労働組合に加入する人の割合

を示す組織率は、推定で16.0％と前の年を0.1ポイント下回り、4年連続で過去最低となった。 

このうち、パートタイムで働く組合員は、組合員全体の15.1％に当たる149万4000人で、前の年

より3万1000人増えて過去最多だった。 

また、主な団体の組合員数は、地方組織に直接加入する人を含めて、「連合」が692万4000人で前

の年より7000人増え、「全労連」が64万9000人で1万9000人減った。「全労協」は7万7千人で

５千人減った。 

1980年代の前半まで30％台だった組織率は減少傾向が続いている。 

https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/jikan/syurou/25/dl/houdou.pdf
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「令和７(2025)年労働組合基礎調査の概況」 2025年12月24日 厚生労働省 

  

https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/roushi/kiso/25/dl/gaikyou.pdf 

  

「令和７(2025)年『労働組合基礎調査』の結果を公表します」 2025年12月24日 厚生労働省 

  

https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/roushi/kiso/25/dl/houdou.pdf 

  

(7) ２０２５年の食料品値上げ、２万品超 カカオ豆高騰で菓子最高１８％高 

  

帝国データバンクは１２月２６日、２０２５年の食料品の値上げが前年実績比約６割増の２万６０

９品目だったとの調査結果を発表した。原材料費や人件費の上昇などが主な要因で、家計への負担

増が鮮明となった。 

２０２５年の品目別では、前年の値上げが少なかった「調味料」が６２２１品目で最多だった。

コーヒー豆の高騰が響いた「酒類・飲料」が４９０１品目で続き、パックご飯を含む「加工食品」

は４７９１品目だった。 

平均の値上げ率は１５％となり、前年の１７％を下回った。最も高かったのは、カカオ豆の高騰で

チョコレートが値上がりした「菓子」と「酒類・飲料」で、いずれも１８％だった。 

  

「2025 年の飲食料品値上げ2 万 609 品目 値上げ『常態化』の 1 年に」 2025年12月26日 

帝国データバンク 

  

https://bit.ly/4pZm2CV 

  

(8) 研究者「雇い止め」文科省調査 任期付き10年の直前に契約終了1割 

  

大学や研究機関で働く任期付き雇用の研究者の「雇い止め」が相次ぐ問題で、文部科学省は今年度

の実態調査の結果を発表した。定年以外の理由で、無期雇用に転換できる直前に契約を打ち切られ

た人が約10%おり、雇い止めが続いている可能性がある。 

任期付きの研究者は労働契約法などの特例で、雇用期間が通算10年を超えれば、定年までの無期雇

用への切り替えを要求できると定められている。雇用の安定のためだが、実際には10年の直前に更

新を打ち切られる、雇い止めが起きていると指摘されている。 

調査は、大学など全861機関を対象に2025年5月1日時点の状況を確認、758機関（88%）が回答

した。 

その結果、有期雇用が通算10年超となる特例の対象者6903人のうち、定年退職以外の理由で契約

終了した研究者が710人（10%）いた。このうち次の雇用が未定の人や、状況不明の人も計486人

（7%）いて、雇い止めの人が含まれるとみられる。さらに、有期契約を継続したのが5355人

（78%）、無期の契約に移ったのは598人（9%）だった。 

一方、法令で、契約に6カ月以上の空白があれば、通算期間がリセットされ、無期転換の申し入れ

ができなくなる。無期雇用を避けたい研究機関側が、研究者に再雇用を約束しつつ、空白期間を設

ける「クーリング」の慣行が問題視されてきた。 

文科省は12月26日付で、全国の大学などに注意喚起する通知を出し、「クーリングは雇用安定を

図る上で望ましくない」と呼びかけた。 

  

「研究者・教員等の雇用に係る適切な対応について（依頼）」 2025年12月26日 文部科学省 

https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/roushi/kiso/25/dl/gaikyou.pdf
https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/roushi/kiso/25/dl/houdou.pdf
https://bit.ly/4pZm2CV
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https://www.mext.go.jp/content/20251224-mxt_kiban03-000046515_002.pdf 

  

「『研究者・教員等の雇用状況に関する調査』調査報告書」 2025年12月26日 文部科学省 

  

https://www.mext.go.jp/content/20251224-mxt_kiban03-000046515_001.pdf 

 

https://www.mext.go.jp/content/20251224-mxt_kiban03-000046515_002.pdf
https://www.mext.go.jp/content/20251224-mxt_kiban03-000046515_001.pdf

